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第２章 地域による熱中症対策 

 

令和４年４月の改定で重点対象分野の一つとして「地方公共団体による熱中症対策

の取組強化」が掲げられたように、熱中症は住民の命、健康に関する事項であること

から、地域差を極力縮小していくことが必要であり、地方公共団体を中心とした地域

における取組を進めていくために、国、都道府県及び市区町村や地域における多様な

主体が連携し、一体となって対策を進める必要があります。例えば、地方公共団体に

おいては、熱中症を担当する部局が複数にまたがり、統一的な熱中症対策がとられて

いないことから、地方公共団体の各部局に対して、他部局と連携した熱中症対策をと

るよう働きかけを行うことが必要です。 
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２－１．地方公共団体が熱中症対策に取り組む意義・副次的効果の理解 

 

熱中症は、体温を平熱に保つために汗をかき、体内の水分や塩分（ナトリウムなど）

の減少や血液の流れが滞るなどして、体温が上昇して重要な臓器が高温にさらされた

りすることにより発症する障害の総称です。症状としては、めまい・こむら返り（軽

症）、頭痛・嘔吐（中等症）、意識障害（重症）などがあります。死に至る可能性の

ある病態ですが、予防法（暑さから逃れる行動（例：薄着になる、日陰に移動、水浴

び、冷房使用等）、水分・塩分補給等）を知って、それを実践することで、防ぐこと

ができます。また、応急処置を知っていれば、重症化を回避し後遺症を軽減できます。

また、単身の高齢者宅への声かけ活動による孤独孤立対策といった副次的効果もあり

ます。 
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２－２．事前の準備の重要性 

 

熱中症は生命にかかわる病気ですが、予防法を知っていれば防ぐことができます。

日常生活における予防は、脱水と体温の上昇を抑えることが基本です。体温の上昇を

抑えるには、薄着になる、日陰に移動する、水浴びをする、冷房を使う等、暑さから

逃れる行動性の体温調節と、皮膚血管拡張と発汗により熱を体の外に逃がす自律性の

体温調節があります。しかし、皮膚表面温の上昇には限り(せいぜい 35℃まで)がある

ため、高温環境では汗による体温調節に対する依存率が高くなり、汗のもととなる体

の水分量を維持することが重要になります（周囲の温度が 35℃以上になると、逆に熱

が体に入ってきます）。 

日常生活では、からだ（体調、暑さへの慣れ等)への配慮と行動の工夫（暑さを避け

る、活動の強さ、活動の時期と持続時間）及び住まいと衣服の工夫が必要です。日常

生活での注意事項については、環境省「熱中症環境保健マニュアル」第Ⅲ章に詳細な

紹介があります。また特性に応じた注意事項（高齢者と子ども、運動・スポーツ活動

時、夏季イベント、労働環境、自然災害時、「新しい生活様式」）についても記載があ

りますのでそれらを参考に事前の準備を行うことが大切です。 

また、カナダのブリティッシュ・コロンビア州では、自治体や保健当局にとって、

極端な高温に対するリスク認識が低く、計画策定の優先順位が低かったため準備が進

んでおらず、その教訓から、計画の普及啓発、極端な高温発生時の州政府の役割と責

任を明らかにするため、「州政府及び関係機関のための極端な高温への準備1」と題す

るガイダンスを作成しました。 

 

（政府のスケジュールの紹介例） 

４月～９月 熱中症予防強化キャンペーン 

４月第４水曜日～10 月第４水曜日 熱中症警戒アラートの期間 

（地方公共団体のスケジュールの例） 

 ６月 20日～８月末頃 民生・児童委員等による熱中症予防訪問（東京都豊島区） 

 ７月 熱中症予防強化月間（京都府） 

  

 
1 (出典) "Extreme Heat: Preparedness for Provincial Ministries and Agencies" 
https://www2.gov.bc.ca/assets/gov/public-safety-and-emergencyservices/emergency-preparedness-response-
recovery/provincialemergencyplanning/extreme_heat_preparedness_for_ministries_and_agencies.pdf 
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２－３．組織体制の構築 

 

地方公共団体においては、熱中症を担当する部局が複数にわたっており、統一的な

熱中症対策が講じられていない場合があることから、地方公共団体の各部局に対し

て、他部局と連携した熱中症対策を講じるよう働きかけを行うことが重要です。 
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２－４．地域の熱中症リスクの評価 

 

熱中症リスクの高い高齢者や乳幼児等の「熱中症弱者」への対策が重要です。熱中

症環境保健マニュアル第Ⅲ章に特性に応じた注意事項（高齢者と子ども、運動・スポ

ーツ活動時、夏季イベント、労働環境、自然災害時、「新しい生活様式」）についても

記載があります。地域の特性に応じてリスク評価・準備を進めることが大切です。 
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２－５．熱中症対策の普及啓発 

 

暑さへの「気づき」を呼びかけ、国民に暑さを避けることや水分をとるなどの適切

な熱中症予防行動を効果的に促すため、熱中症の危険性が極めて高い暑熱環境が予測

される際に暑さ指数（WBGT）をもとに『熱中症警戒アラート』を発表しています。ま

た、夏季には、気象庁データに基づいた、全国約840地点の暑さ指数（WBGT）の実況値

や予測値が「環境省熱中症予防情報サイト」で公開されています。これらを活用し、

熱中症対策の普及啓発を行うことが大事です。 
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また、下記のリーフレットが公表されており、活用可能です。 

 

【政府のリーフレット】 

 

 

 

「熱中症が増えています」（内閣府ほか）2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
2https://www.wbgt.env.go.jp/pdf/pr/prevention_keypoints_leaflet.pdf 
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「高齢者のための熱中症対策」（厚生労働省ほか）3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「熱中症予防×コロナ感染防止」（環境省ほか）4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
3https://www.wbgt.env.go.jp/pdf/pr/heatillness_leaflet_senior_2021.pdf 
4https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/nettyuu/nettyuu_taisaku/pdf/seikatuyousiki/sei
katuyousiki.pdf 
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「熱中症予防のために」（厚生労働省）5 

「熱中症予防ポイント」（厚生労働省）6 

 
5https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/nettyuu/nettyuu_taisaku/pdf/necchushoyobou/
necchushoyobou.pdf 
6https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/nettyuu/nettyuu_taisaku/pdf/shougaisha/ne_sh
_point.pdf 
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「熱中症予防のために 手足・体幹に障害のある方」（厚生労働省）7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
7https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/nettyuu/nettyuu_taisaku/pdf/shougaisha/ne_sh
_04.pdf 
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「STOP!熱中症 クールワークキャンペーン」（厚生労働省）8 

  

 
8https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/nettyuu/nettyuu_taisaku/pdf/r4_workcool.pdf 
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「農作業中の熱中症に注意しましょう！」（農林水産省）9 

「災害時の熱中症予防」（内閣府ほか）10 

 
9 https://www.maff.go.jp/j/seisan/sien/sizai/s_kikaika/anzen/pdf/ri-furetto.pdf 
10https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/nettyuu/nettyuu_taisaku/pdf/nettyuu-
saigaiji.pdf 
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「熱中症を予防して元気な夏を！」（消防庁）11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
11https://www.fdma.go.jp/disaster/heatstroke/item/heatstroke003_leaflet.pdf 
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【地方公共団体のリーフレット】 

「子どもの熱中症予防」（長崎市健康づくり課）12 

「熱中症に注意しましょう」（鳥取県健康政策課）13 

 
12 https://www.city.nagasaki.lg.jp/fukushi/450000/452000/p026990_d/fil/tirasi.pdf 
13 https://www.pref.tottori.lg.jp/secure/722806/R01netsu.pdf 
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「熱中症予防リーフレット」（福岡市環境局環境保全課ほか）一般向け14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
14 http://heatstroke.city.fukuoka.lg.jp/wp-content/uploads/81245bb174f943e5ba9f9bf9819c6745-1.pdf 
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「熱中症の予防法８か条」（福岡市環境局環境保全課）高齢者向け15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
15 http://heatstroke.city.fukuoka.lg.jp/wp-content/uploads/503cc9e3cbad2f8ad1f98963a7497acd.pdf 
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２－６．熱中症警戒アラート発表時の対応方法の策定 

 

熱中症警戒アラートについては、まだ多くの地方公共団体において十分な活用がな

されていないことから、地方公共団体の各部局に対して、熱中症警戒アラートを庁内

関係部局が連携して活用できるよう働きかけを行ことが重要です。 
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２－７．効果的に熱中症リスクを下げるために（分野別の対策） 
 

効果的に熱中症リスクを下げるためには、分野別に具体的な施策を実施していく必 

要があります。 次に掲げる項目は、熱中症対策行動計画に示されている具体的施策を

抜粋したものです。 

 

ア．学校現場における熱中症対策 

○ 学校等の教育現場における熱中症対策や判断の参考となるよう政府において作成

した「学校における熱中症対策ガイドライン作成の手引き」を教職員、学校医等

といった学校保健に従事する教育関係者に対して周知し一層の活用を促すととも

に、関係機関とも連携し、熱中症対策についての普及啓発を図る。 

○ 学校現場において、熱中症の予防や児童生徒が熱中症を発症した場合の対応が的

確に行われるよう、予防方法や応急措置等についてまとめたパンフレット、ポス

ター、映像資料等の普及を図る。また、学校現場外においても学校現場同様に児

童生徒が適切な熱中症予防行動を行うことができるよう、関係者への周知の徹底

を図る。 

○ 夏の日差しを遮る、風通しを良くするなど校舎づくりの工夫について、学校整備

指針や事例集等を活用する。 
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イ．職場における熱中症対策 

○ 職場における熱中症の予防に関し、事業者の実施すべき事項を取りまとめ、業界

団体等に周知するとともに、都道府県労働局及び労働基準監督署を通じて事業者

に対する指導等を実施する。 

○ 緊急時の対応体制の整備、暑熱非順化者の把握、WBGT 値の実測に重点を置き、

「STOP！熱中症 クールワークキャンペーン」を推進する。 

○ 職場における熱中症対策に特化したポータルサイトを設けし、熱中症予防の知見

や現場での取組、労働衛生教育を支援する。 
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ウ．農業現場における熱中症対策 

○ 農作業中の熱中症事故防止に向けて、春の農繁期や熱中症予防強化キャンペーン

期間を中心に、農業者や農業法人等に対して、都道府県、関係団体を通じて注意

喚起や予防法を周知することとし、多くの割合を占める高齢農業者に対しては、

より一層の熱中症対策の周知を図る。 

○ 農林水産省が運営する「MAFF アプリ」を通じて、熱中症警戒アラートの発信情報

について、農業者等に対して、プッシュ式で提供する。 

○ メールマガジンや Facebook 等様々なコンテンツを活用し、農家に対して直接、

熱中症リスクに応じた注意喚起情報等をきめ細かく提供する。 

 

エ．スポーツ施設における熱中症対策 

○ スポーツ活動中の熱中症事故防止に関して、地方公共団体やスポーツ関係団体等

に向けて周知を図るとともに、各協議会、研修等で注意喚起を実施する。 

○ SNS 等を通して、スポーツ活動中の熱中症事故防止に関して注意喚起を実施する。 
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オ．イベント時の熱中症対策 

○ 夏季に人が多く集まるイベント主催者向けの「夏季のイベントにおける熱中症ガ

イドライン」を教育委員会等へ広く周知するとともに、ホームページ上で公開し、

イベントの開催時期や時間等の検討を含め、イベント主催者に活用を促す。 

○ ホームページ等を通じて、熱中症の予防・対処方法、外国人患者を受け入れる医

療機関等の関連情報を多言語により発信する。 
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カ．災害時の避難所での被災者・支援者における熱中症対策 

○ 災害時に特有の環境や状況から生じる熱中症に関する課題を収集・分析・評価し、

効果的な対策手法について掲載されたマニュアルやリーフレット等を活用して、

より一層の普及啓発を行う。 

○ 災害発生前及び災害発生時に、事務連絡を発すること等により、熱中症予防の周

知を関係機関に依頼する。この際、災害や電力不足による停電によりエアコンが

使用できない場合等に備えた対応についても関係機関に適切に周知する。 

○ 災害時に避難所となる体育館等の公共施設におけるエアコンの整備を促進する。 
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キ 外部組織との連携 
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２－８．次の取組に活かすために（取組の検証・改善） 

 

先進的な地方公共団体においては、取組内容に適した方法の選択及び KPI の設定に

より成功している事例もあります。 

 

  

福岡県福岡市の基本情報
【人口】1,632,602人（令和５年１月１日現在）
【面積】343.47k㎡
【人口密度】4,753人/k㎡
【気温】最高36.9℃（福岡2022年）

平均18.0℃（福岡2022年）

福岡県福岡市では、令和3年に福岡
市LINE公式アカウントによる暑さ
指数予測情報を高齢者にも分かり
やすいデザインに変更しました。
実施に当たっては、登録者数を
KPIに設定しています。

LINE(暑さ指数情報)登録者数 (KPI：65,000人)

R3.12.1 時点：61,414人

R3.7.13 時点(デザイン変更時点)：59,051人

デザイン変更後 ＋2,363人

SNS等による効果測定

２－８．次の取組に活かすために（取組の検証・改善）

福岡県福岡市

SNSの登録者数をKPI
として設定
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２－９．継続的に取り組むために（計画の作成） 

 

先進的な地方公共団体においては、取組を継続させるために計画を作成することに

より成功している事例もあります。 

吹田市第２次地球温暖化対策
新実行計画における暑熱環境対策

（出典）吹田市第２次地球温暖化対策
新実行計画（令和３年、吹田市）を改編

大阪府吹田市では、令和３年２月に
策定した吹田市第２次地球温暖化対
策新実行計画を気候変動適応法に基
づく地域気候変動適応計画として位
置付け、暑熱環境対策に取り組んで
います。計画では、市民や事業者の
対策例を示すとともに、クールス
ポットの創出、気温分布調査の実施、
熱中症予防の啓発活動の推進等の施
策について担当課室とともに定めて
います。

大阪府吹田市の基本情報
【人口】380,730人（令和４年８月末現在）
【面積】36.09k㎡
【人口密度】10,549人/k㎡
【気温】最高38.8℃（豊中2022年）

平均17.0℃（豊中2022年）
既存の計画に一部組み込むケース

２－９．継続的に取り組むために（計画の作成）

大阪府吹田市

適応計画への位置付け

施策 担当室課 施策の例
打ち水やみどりのカーテンなど、
身近に取り組めるヒートアイラン
ド現象緩和の啓発の推進

環境政策室 ・公共施設のみどりのカーテンの推進
・アジェンダ21すいた及び関係団体との連携・
協働による啓発

雨水浸透の整備による地下水の涵
養の推進

管路保全室 ・「吹田市開発事業の手続などに関する条例」
（愛称：好いたすまいる条例）に基づく雨水
浸透桝設置の指導

・雨水浸透桝の設置

緑化、アスファルト対策などの蓄
熱への対策、節エネルギー・省エ
ネルギーの推進などによる人工排
熱への対策の推進

環境政策室
計画調整室
道 路 室
公園みどり室
地域整備推進
室
施設を所管す
る室課

・公共施設の屋上緑化・壁面緑化、高反射率塗
料の使用などによる蓄熱対策、人工排熱対策
などの実施

・環境まちづくりガイドライン（開発・建築
版）を活用した蓄熱・人工排熱対策導入の誘
導

・「吹田市開発事業の手続などに関する条例」
（愛称：好いたすまいる条例）に基づく緑化
計画書の指導

・道路の蓄熱対策（遮熱性舗装・保水性舗装・
透水性舗装など）の検討・実施

・バス停や広場、駐車場などにおける蓄熱対策
舗装の検討・実施

熱環境マップなどを活用した、ま
ちづくりにおけるヒートアイラン
ド現象の緩和

環境政策室 ・環境まちづくりガイドライン（開発・建築
版）の手続きにおける熱環境マップの活用

・クールスポットの創出（ドライ型ミストの設
置など）

ヒートアイランド現象のモニタリ
ング

環境政策室 ・熱帯夜数の把握、市域の気温分布調査などの
実施

熱中症対策の推進 環境政策室 ・熱中症予防の啓発活動の推進
・クールビズの呼びかけ
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